
概

　３年度 どして101

施

件の移住相談を受けた

策

。
□ 遅延     

名

    
の評価 移住ア

住

ンバサダーは4名を任

環

命し、各自SNSでの

境

情報発信や移住イベン

・

トに参加いただくなど

移

精力的に活動いただ
□

住

 進展なし     

定

いている。
□ 維持　

住

■ 拡大 コロナの感染

基

拡大状況次第では対面

本

イベントの再開も見込

目

まれる。引続きオンラ

標

インでの相談も受けな

快

がら、対
事業区分 □ 

適

自治事務   □ 法

で

定受託   □ その

暮

他
今後の方向性 □ 縮

ら

小　□ 改善 面イベン

し

トと上手く組み合わせ

や

て参加しやすい体制を

す

整えていく。
（改善措

い

置等）□ 休止　□ 

ま

終了 移住アンバサダー

ち

の人数も毎年増やしな

要

がら更なる情報発信の

施

強化を図る。
計画対象

策

□ 実施計画査定対象

の

  □ 行政改革対象

目

 
□ 廃止　　　　 

的

※決算額については、

ラ

端数処理により、他資

イ

料の決算額と差異が生

フ

じている場合もありま

ス

す。

テージによって変化す

No. 事

る

務事業名 活動内容 コス

多

ト（事業費：千円）

国

様

・県支出金を伴う事業

な

費補助金 令和　２年度

居

令和　３年度 令和　３

住

年度 令和　４年度 令和

ニ

　２年度 令和　３年度

ー

令和　３年度 令和　４

ズ

年度
活動指標名 単位

実

に

績 計画 実績 計画 決算 当

応

初予算 決算 当初予算
全

じ

体事業概要
①

移住・就

て

業支援補助金の 件 2 1

、

8 10
移住・就業支援

住

補助金 申請件数
東京に

宅

在住または在勤の方が

の

、移住し、地域の企業

選

等 0 20,000 29

択

,121 13,200

肢

への就業や起業、移住

を

前の仕事をテレワーク

提

で実施す
②

結婚新生活

供

支援補助金の 件 42 1

す

1 7
る場合に補助金を

る

交付する。 申請件数
結

と

婚新生活支援補助金 令

と

和　５年度の優先度
経

も

済負担の軽減により若

に

者の婚姻を促進のため

、

、住宅
③2 の取得費用

移

、賃借費用及び引越費

住

用を補助金する。 　□

・

 Ａ　　　 □ Ｂ　

定

　　 □ Ｃ　　　 

住

□ Ｄ　

移住・就業支

の

援補助金について、令

取

和3年度より東京圏か

組

ら移住したテレワーカ

を

ーが対象となったこと

進

を受け、
■ 計画どお

め

り   
令和　３年度

、

いざという時に都内に

良

通える三島への移住者

質

が増加し、申請件数が

な

県内1位となった。	

住

	
□ 遅延     

環

    
の評価 結婚新

境

生活支援補助金につい

を

て、事業初年度であっ

形

た令和3年度は、補助

成

要件が厳しかったこと

す

もあり、当初の
□ 進

る

展なし     
見込

こ

みよりも申請数が少な

と

かった。
□ 維持　■

。

 拡大 移住・就業支援

施

補助金は令和4年度か

策

ら子ども分の上乗せが

の

始まり、結婚新生活支

方

援補助金も対象経費の

向

拡充や
事業区分 □ 自

移

治事務   □ 法定

住

受託   □ その他

・

今後の方向性 □ 縮小

定

　□ 改善 継続補助に

住

よる追加申請が導入さ

促

れるなど、活用の幅が

進

広がっている。広報に

オ

も力を入れ、より多く

ン

の方に利用
（改善措置

ラ

等）□ 休止　□ 終

イ

了 いただけるよう尽力

ン

していく。
計画対象 ■

で

 実施計画査定対象 

の

 □ 行政改革対象 

移

□ 廃止　　　　 

住相談やイベントの開催・参加に加え、移住ホームページの刷新や移住アンバサダーの活動を通じて情報発信の強化を図った。また、移住者向けの補
■ 計画どおり   

令和　３年度 助金制度の利用も好調で、令和3年度行政の移住施策を通じて県外から移住してきた人の人数が県内1位となった。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 引続きオンライン等で移住相談を実施し、コロナ禍で出来ていなかった対面イベントの再開も検討していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 移住アンバサダーとの連携も強化し、移住者同士の交流の機会を設けることで、定住にも繋げていく。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 3年度　　事

No. 事務事業

務

名 活動内容 コスト（事

事

業費：千円）

移住・定

業

住促進事業 令和　２年

評

度 令和　３年度 令和　

価

３年度 令和　４年度 令

表

和　２年度 令和　３年

（

度 令和　３年度 令和　

個

４年度
活動指標名 単位

票

実績 計画 実績 計画 決算

）

当初予算 決算 当初予算

課

全体事業概要
①

移住相

名

談　件数 件 120 10

企

1 120
オンラインに

画

よる移住相談、移住セ

戦

ミナーの実施、テ
レワ

略

ークによる移住者の受

部

入体制の強化、三島に

政

移住 0 2,550 1,

策

865 560
した市民

企

自身が三島での生活を

画

情報発信する移住アン

課

②
移住アンバサダーの

作

任命 人 3 4 6
バサダー

成

による情報発信等を行

日

い、本市への移住定住

令

（累計）
を促進する。

和

令和　５年度の優先度

　

③1 　□ Ａ　　　 

４

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

年

　　　 □ Ｄ　

コロ

　

ナ禍で対面イベントが

８

開催されない中、随時

月

行っているオンライン

　

移住相談や県主催イベ

５

ントに参加するな
■ 

日

計画どおり   
令和



概

の掘り起こしを図る。

施

事業区分 □ 自治事務

策

   □ 法定受託 

名

  □ その他
今後の

住

方向性 □ 縮小　□ 

環

改善
（改善措置等）□

境

 休止　□ 終了
計画

・

対象 □ 実施計画査定

移

対象  □ 行政改革

住

対象 
□ 廃止　　　

定

　 

※決算額について

住

は、端数処理により、

基

他資料の決算額と差異

本

が生じている場合もあ

目

ります。

標 快適で暮らしやすいまち

要 施策の目的 ライフステージによって変化する多様な居住ニーズに応じて、住宅の選択肢を提供するとともに、移住・定住の取組を進め、良質な住環境を形成すること。

施策の方向 移住・定住促進

オンラインでの移住相談やイベントの開催・参加に加え、移住ホームページの刷新や移住アンバサダーの活動を通じて情報発信の強化を図った。また、移住者向けの補
■ 計画どおり   

令和　３年度 助金制度の利用も好調で、令和3年度行政の移住施策を通じて県外から移住してきた人の人数が県内1位となった。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 引続きオンライン等で移住相談を実施し、コロナ禍で出来ていなかった対面イベントの再開も検討していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 移住アンバサダーとの連携も強化し、移住者同士の交流の機会を設けることで、定住にも繋げていく。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

2 頁

令和 3年度　　事

No. 事務事業

務

名 活動内容 コスト（事

事

業費：千円）

市単独事

業

業費補助金 令和　２年

評

度 令和　３年度 令和　

価

３年度 令和　４年度 令

表

和　２年度 令和　３年

（

度 令和　３年度 令和　

個

４年度
活動指標名 単位

票

実績 計画 実績 計画 決算

）

当初予算 決算 当初予算

課

全体事業概要
①

奨学金

名

返還支援補助金の 人 1

企

3 3 21
奨学金返還支

画

援補助金 認定者数（累

戦

計）
三島市出身で大学

略

等卒業後、市内に居住

部

し、市内の中 0 720

政

565 1,026
小企

策

業等で働きながら奨学

企

金を返還する方に、そ

画

の奨
②学金の返還を最

課

長5年間補助する。

令

作

和　５年度の優先度

③

成

3 　□ Ａ　　　 □

日

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

令

　　 □ Ｄ　

制度の

和

十分な周知ができてお

　

らず、当初の見込みよ

４

り申請件数が少ない結

年

果となった。
□ 計画

　

どおり   
令和　３

８

年度
■ 遅延    

月

     
の評価

□ 

　

進展なし     

■

５

 維持　□ 拡大 周知

日

方法を検討し、潜在層


